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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

(注)1 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

3  従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年

  ４月１日

至 平成16年

  ９月30日

自 平成17年

  ４月１日

至 平成17年

  ９月30日

自 平成18年

  ４月１日

至 平成18年

  ９月30日

自 平成16年 

  ４月１日 

至 平成17年 

  ３月31日 

自 平成17年

  ４月１日

至 平成18年

  ３月31日

売上高 (百万円) 75,231 67,018 88,011 159,259 159,064 

経常利益 (百万円) 5,352 3,005 5,343 10,748 10,141 

中間(当期)純利益 (百万円) 3,198 3,966 2,712 6,328 6,680 

純資産額 (百万円) 84,440 91,503 97,572 87,346 96,426 

総資産額 (百万円) 167,326 172,164 199,361 176,667 192,582 

1株当たり純資産額 (円) 804.84 873.29 937.25 832.77 922.89 

1株当たり中間(当期) 

純利益 
(円) 30.48 37.84 26.03 59.96 63.32 

潜在株式調整後 

1株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) 29.13 36.16 24.87 57.30 60.51 

自己資本比率 (%) 50.5 53.1 48.8 49.4 50.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 7,076 1,874 12,979 15,136 2,861 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,017 △777 △5,315 △3,464 △4,014 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △20,906 △505 △1,555 △22,367 △1,467 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
(百万円) 44,206 49,992 53,076 49,352 46,865 

従業員数 (名) 4,732 4,715 4,755 4,684 4,657 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注)1 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2 平成16年10月１日付けでの八木アンテナ株式会社の分社に伴い、第81期より総資産額及び従業員数等が減少しております。

3 第82期の１株当たり配当額には、合併５周年及び本社・営業拠点、小金井事業所内の設計・開発・事務統合拠点への事業拠

点統合完了の記念配当２円を含んでおります。 

4 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

5 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年

  ４月１日

至 平成16年

  ９月30日

自 平成17年

  ４月１日

至 平成17年

  ９月30日

自 平成18年

  ４月１日

至 平成18年

  ９月30日

自 平成16年 

  ４月１日 

至 平成17年 

  ３月31日 

自 平成17年

  ４月１日

至 平成18年

  ３月31日

売上高 (百万円) 62,179 47,354 67,233 124,880 118,959 

経常利益 (百万円) 3,963 2,525 4,087 7,344 7,938 

中間(当期)純利益 (百万円) 2,485 4,010 2,345 4,567 6,023 

資本金 (百万円) 10,058 10,058 10,058 10,058 10,058 

発行済株式総数 (株) 105,221,259 105,221,259 105,221,259 105,221,259 105,221,259 

純資産額 (百万円) 75,285 81,127 83,384 77,002 82,906 

総資産額 (百万円) 148,202 152,330 172,895 156,268 169,796 

1株当たり純資産額 (円) 717.58 774.26 802.72 734.48 793.91 

1株当たり中間(当期) 

純利益 
(円) 23.68 38.26 22.51 43.54 57.53 

潜在株式調整後 

1株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) 22.63 36.56 21.50 41.61 54.97 

1株当たり配当額 (円) 4.00 4.00 6.00 8.00 12.00 

自己資本比率 (%) 50.8 53.2 48.2 49.3 48.8 

従業員数 (名) 2,682 2,326 2,380 2,274 2,328 



２ 【事業の内容】 

当社は(株)日立製作所の関連会社であり、同社は「情報・エレクトロニクス、電力・産業システム、家庭電器等の

電気機械器具の製造及び販売並びにこれらに付帯する事業」を営んでおります。 

当社グル－プは、平成18年９月30日現在、当社子会社23社（連結子会社17社、非連結子会社６社）及び関連会社２

社（持分法適用関連会社１社、持分法非適用関連会社１社）により構成されております。 

当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は次のとおりでありま

す。 

(通信・情報システム) 

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC (SHANGHAI) CO.,LTD. につきましては、当中間連結会計期間末より通信・情報システ

ム事業に係る製品等の営業を開始したことにより、当該事業の範囲に加えております。 

  

(放送・映像システム) 

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC (SHANGHAI) CO.,LTD. につきましては、当中間連結会計期間末より放送・映像システ

ム事業に係る製品等の営業を開始したことにより、当該事業の範囲に加えております。 

  

(半導体製造システム) 

前連結会計年度まで非連結子会社であったKOKUSAI ELECTRIC ASIA PACIFIC SHANGHAI LTD. につきましては、重

要性が増したため、当中間連結会計期間末より連結の範囲に加えております。また、社名をHITACHI KOKUSAI 

ELECTRIC (SHANGHAI) CO.,LTD. に変更しております。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

前連結会計年度まで非連結子会社であったKOKUSAI ELECTRIC ASIA PACIFIC SHANGHAI LTD. につきましては、重

要性が増したため、当中間連結会計期間末より連結の範囲に加えております。また、社名をHITACHI KOKUSAI 

ELECTRIC (SHANGHAI) CO.,LTD. に変更しております。 

  

(商号)    HITACHI KOKUSAI ELECTRIC (SHANGHAI) CO.,LTD. 

(所在地)   中華人民共和国上海市 

(資本金)   400千USドル 

(主要な事業の内容) 通信・情報システム事業、放送・映像システム事業、半導体製造システム事業 

(議決権に対する提出会社の所有割合) 95％(内、間接所有割合 45％) 

(関係内容)  中国における当社製品・サービスの提供 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

(平成18年９月30日現在) 

(注)1 従業員数は、就業人員であります。 

2 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであり

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年９月30日現在) 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について、特記すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

通信・情報システム 1,689 

放送・映像システム 1,427 

半導体製造システム 1,205 

全社(共通) 434 

合計 4,755 

従業員数(名) 2,380 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原油などの原材料価格の高騰による景気への悪影響が懸念されたものの、

企業業績の改善や設備投資、個人消費の拡大など景気は拡大基調を維持しました。世界経済では、米国経済に減速

の懸念があるものの、中国、ＥＵ諸国などの景気は回復基調で推移しました。このような状況下、当社グループは

各事業分野で顧客のニーズに応える特長ある新製品の開発・販売、保守・サービス体制の強化を図ってまいりまし

た。 

その結果、当中間連結会計期間の営業の状況は、以下のとおりとなりました。 

受注高は、半導体製造システム部門をはじめ全ての部門で増加し、全体で１,０５６億５千３百万円となり、前中

間連結会計期間に比べ２８６億７千５百万円（３７％）増加しました。売上高についても、全ての部門で増加し全

体で８８０億１千１百万円となり、前中間連結会計期間に比べ２０９億９千３百万円（３１％）増加しました。 

利益につきましては、半導体製造システム部門での売上増等により、営業利益は５８億３千８百万円（前年同期

比２１億６千万円（５９％）増）、経常利益は５３億４千３百万円（前年同期比２３億３千８百万円（７８％）

増）、税金等調整前中間純利益は５３億８千１百万円（前年同期比２６億１千６百万円（９５％）増）となりまし

た。 

中間純利益は、２７億１千２百万円(前年同期比１２億５千４百万円（３２％）減)となりましたが、これは、前

中間連結会計期間において、主として子会社株式評価損に係る税効果会計上の評価性引当額の変動による税金費用

の減少があったことによるものです。 

当中間連結会計期間の営業の状況を事業の種類別セグメントに分けて見ますと、通信・情報システム部

門（移動体通信システム、公共・通信システム、情報システム等）の受注高は３６４億９千１百万円で、前中間連

結会計期間に比べ４３億６千２百万円（１４％）増となり、売上高は２９９億５千４百万円で、前年同期に比べ５

７億５千万円（２４％）増となりました。 

この部門の売上高は、公共業務用大型デジタル無線システムの売上計上や無線パケット通信機の増加等により増

加しました。 

放送・映像システム部門（放送システム、監視システム、ＣＡＴＶ、アンテナ等）の受注高は２４１億６千１百

万円で、前中間連結会計期間に比べ２１億１百万円（１０％）増となり、売上高は２３７億４千４百万円で、前中

間連結会計期間に比べ３８億１千３百万円（１９％）増となりました。 

この部門の売上高は、地上デジタル関連放送システム、映像監視システム、八木アンテナ製品ともに増加しまし

た。 

半導体製造システム部門（縦型成膜装置等）の受注高は４５０億円で、前中間連結会計期間に比べ２２２億

１千３百万円（９７％）増となり、売上高も３４３億１千３百万円で、前中間連結会計期間に比べ１１４億３千

１百万円（５０％）増となりました。 

この部門の売上高は、国内外の半導体メモリー及びロジックメーカーの好調な設備投資需要に支えられ大幅に増

加しました。 

また、所在地別セグメントで見ますと、日本につきましては、売上高は、半導体製造システム部門をはじめ全て

の部門で増加し８０６億２千万円となり、前中間連結会計期間に比べ１９０億５千３百万円（３１％）増加しまし

た。営業利益は、売上高の増加等により５２億１千４百万円（前年同期比１９億７千６百万円（６１％）増）とな

りました。 

北米につきましては、売上高は、放送・映像システム部門は減少しましたが、半導体製造システム部門の増加に



より６３億４千３百万円となり、前中間連結会計期間に比べ２０億７百万円（４６％）増加しました。営業利

益は、半導体製造システム部門の売上増加により５億２千４百万円（前年同期比１億１千１百万円（２７％）増）

となりました。 

その他の地域については、売上高は１０億４千８百万円となり、前中間連結会計期間に比べ６千６百万円

（６％）減少しましたが、営業利益は、１億１千万円（前年同期比７千３百万円（１９７％）増）となりまし

た。 

  

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動による獲得資金と投

資活動による支出等が相殺された結果、前中間連結会計期間末に比べ３０億８千４百万円（６％）増加し、当中間

連結会計期間末には５３０億７千６百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は１２９億７千９百万円となりました（前中間連結会計期間に比べ１１１億５百

万円（５９３％）増）。これは主に税金等調整前中間純利益が５３億８千１百万円、売上債権の減少額６５億９千

万円、仕入債務の増加額６８億７千万円及び非資金項目である減価償却費１９億２千２百万円等の増加要因が、棚

卸資産の増加額７２億６千万円等の減少要因を上回った結果によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は５３億１千５百万円となりました（前中間連結会計期

間に比べ４５億３千７百万円減）。これは主に小金井工場新棟建設の支出等有形固定資産の取得による支出５５億

１千５百万円等によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は１５億５千５百万円となりました（前中間連結会

計期間に比べ１０億４千９百万円（２０８％）増）。これは主に配当金の支払額８億３千５百万円及び自己株式の

取得に伴う支出７億２百万円等を行った結果によるものです。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 1 金額は販売価格によっております。 

2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比増減(%) 

通信・情報システム 33,202 14.6 

放送・映像システム 24,496 12.2 

半導体製造システム 42,191 58.7 

合計 99,890 29.1 

事業の種類別 

セグメントの名称 
受注高(百万円) 前年同期比増減(%) 受注残高(百万円) 前年同期比増減(%)

通信・情報システム 36,491 13.6 32,336 4.5 

放送・映像システム 24,161 9.5 13,797 △6.3 

半導体製造システム 45,000 97.5 20,163 95.1 

合計 105,653 37.3 66,297 18.4 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比増減(%) 

通信・情報システム 29,954 23.8 

放送・映像システム 23,744 19.1 

半導体製造システム 34,313 50.0 

合計 88,011 31.3 



３ 【対処すべき課題】 

(1) 当社グループ事業の継続的成長 

今後の市場環境は引続き厳しい状況が続くと思われますが、進展するユビキタス情報社会をビジネスチャンスと

とらえ、 通信・情報システム、放送・映像システム、半導体製造システムの３セグメントの連携により、「ワイヤ

レステクノロジーのリーディングカンパニー」「半導体サーマルプロセスでグローバルトップ」を目指し、事業の

継続的成長を図ってまいります。 

当社グループは、 「２０１０年３月期、売上高２,０００億円、営業利益率１０％」を経営目標としております。

この目標を達成するために、技術革新のスピードに対応した新製品の開発、海外事業の拡大、設計業務や間接業務

の合理化等による原価低減、顧客視点に立った品質管理を推進するとともに、デジタル無線技術と映像技術の融合

による新分野事業の育成に経営資源を傾斜配分してまいります。 

(2)  ＣＳＲ経営の推進 

当社は平成１５年６月に経営の迅速化と透明性を目的として「委員会等設置会社」に移行するとともに、コンプ

ライアンス本部の設置や内部通報制度の開始等グループでの内部統制制度の向上に努めてまいりました。平成１７

年４月にＣＳＲ推進本部を設置し「日立国際電気企業行動基準」の全面改訂及び「ＣＳＲ報告書２００６年度版」

の発行などを通してステークホルダーとの関係重視の方針を明らかにし、環境問題や社会貢献及び企業倫理等を考

慮した事業活動をグループで展開してまいります。 

また、個人情報保護法制定に対応し平成１６年１１月個人情報保護委員会を全社組織として設置するとともに、

事業所、グループ会社単位に個人情報保護のための管理体制を構築いたしました。 

  

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、ユビキタス社会の基盤となる通信・情報、放送・映像、半導体製造分野への製品提供を通じて安

全で豊かな社会に貢献するため、研究開発活動に注力しております。 

当社の研究開発活動は、大きく３つのフェーズで進めております。第一は、各事業部が行う新製品・新技術の開

発、第二は、情報通信システム研究所、モノづくり技術開発研究所、半導体装置システム研究所が行う次世代製品及

び技術の開発、第三は、(株)日立製作所の研究所と連携を図りながら進める次々世代をターゲットとした先端技術応

用製品の開発であります。これら３フェーズの研究開発体制により、現在から将来までを見据えた研究開発を行って

おり当社グループの持続的な発展を期しております。 

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は、総売上高の７．３％にあたる６４億１千万円となって

おります。 

  

当社グループの持つ基盤技術は、無線通信、画像・映像処理、半導体デバイス用熱プロセスの分野で、それぞれの

技術を活かして先端的な製品をお客様に提供してまいりました。今後も、デジタル化、通信と放送の融合、高品位

化、半導体デバイスの微細化という市場ニーズに対応した新製品を提供してまいります。 

  

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと次のとおりであります。 

  

  

  

通信・情報システム： モバイル基地局用増幅装置として、北米事業者向けにＧＳＭ方式とＷ－Ｃ

ＤＭＡ方式を共用した増幅装置を開発し、北米での基地局事業の足掛かり

をつくりました。また、公共向けデジタル通信システムとして、ＡＲＩＢ

の新規格に沿った広帯域、県市町村間での相互通信可能なプロトコルを開

発。今後拡大する総合広域防災システムの基盤技術として展開してまいり

ます。当事業に係る研究開発費は２５億４千５百万円となっております。 

放送・映像システム： １２月までに日本全国都道府県庁所在地で開始された地上デジタル放送対

応として、周辺都市・難視地域用に、出力１Ｗから１００Ｗの各種中継送

信機を開発しました。今後数千局におよぶと見込まれる需要に対応するた

めの体制が出来ました。また、シリーズで製品化しております強電界地域

対応の屋内アンテナに加え、中電界地域対応にデザイン性も重視した高利

得薄型アンテナ（ＬＡＵＤ）やセキュリティー市場に向けた監視装置とし

て、監視領域を広げ、高速で視野を変更できる高信頼電動雲台一体型カメ

ラを開発しました。当事業に係る研究開発費は１０億１千６百万円となっ

ております。 

半導体製造システム： 高い生産性で好評を得ております縦型バッチ装置（シリーズ名：ＱＵＩＸ

ＡＣＥ）では、新コントローラを搭載した新シリーズを開発、６月以降市

場投入しました。今後も高生産性、使い勝手を特徴としてメモリー生産市

場での優位性を継続してまいります。また、選択化学吸着の特性を利用し

た縦型バッチ装置（シリーズ名：ＡＬＤＩＮＮＡ）では、低温酸化、メ

タル系極薄膜形成プロセスを開発、量産ラインへの採用を果たすことが出

来ました。今後、化学プロセスを含めたシミュレーション技術を活かし

て、各種新材料成膜への展開を図ってまいります。当事業に係る研究開発

費は２８億４千８百万円となっております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権付社債 
  

  

種類 発行可能株式総数 (株) 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 

中間会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成18年9月30日) 

提出日現在発行数

(株) 

(平成18年12月19日)

上場証券取引所名又

は登録証券業協会名
内容 

普通株式 105,221,259 105,221,259 

東京証券取引所 

(市場第１部) 

大阪証券取引所 

(市場第１部) 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 105,221,259    105,221,259 ― ― 

  
中間会計期間末現在 

(平成18年9月30日) 

提出日の前月末現在 

(平成18年11月30日) 

新株予約権の数 (個) 1,200 1,200 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 4,870,000 4,870,000 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 1,232 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年12月19日～ 

平成20年11月21日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格   1,232 

資本組入額    616 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使

はできないものとする 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

新株予約権付社債の残高 (百万円) 6,000 6,000 



  
(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4) 【大株主の状況】 

(平成18年9月30日現在) 

(注)1 上記の他、当社が保有している自己株式 1,343千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合1.28%)があります。 

2 次の法人から、大量保有報告書等の提出があり(報告義務発生日：野村證券株式会社 平成18年８月31日、ゴールドマン・

サックス証券株式会社 平成18年９月30日)、次の通り株式を所有している旨報告を受けておりますが、当中間会計期間末

の実質所有株式数の確認が出来ない部分については上記表には含めておりません。 

なお、大量保有報告書等の内容は以下のとおりであります。 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金 

増減額 

(百万円) 

資本金 

残高 

(百万円) 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金 

残高 

(百万円) 

平成18年9月30日 ― 105,221,259 ― 10,058 ― 26,148 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式 

総数に対する

所有株式数 

の割合(%) 

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 39,056 37.12 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 9,167 8.71 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 7,347 6.98 

ステート ストリート バンク アン

ド トラスト カンパニー  

５０５０１９ 

(常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行) 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518

IFSC DUBLIN, IRELAND 

(東京都中央区日本橋兜町六丁目７番) 

2,009 1.91 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,326 1.26 

モルガン. スタンレー. アンド. カ

ンパニー. インターナシヨナル. リ

ミテツド 

(常任代理人 モルガン・スタンレ

ー証券株式会社) 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON 

E14 ４QA ENGLAND 

(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

恵比寿ガーデンプレイスタワー) 

1,286 1.22 

住友信託銀行株式会社(信託Ｂ口) 

(常任代理人 日本トラスティ・サ

ービス信託銀行株式会社) 

大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

(東京都中央区晴海一丁目８番11号) 
1,274 1.21 

ユニオン バンケ プリベ ルクセン

ブルグ エスエー ４９７２００ 

(常任代理人 株式会社三井住友銀

行) 

18，BOULEVARD ROYAL L－2449 LUXEMBOURG 

(東京都千代田区丸の内一丁目３番２号) 
756 0.72 

タム ツー 

(常任代理人 株式会社東京三菱ＵＦ

Ｊ銀行) 

P．O．BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF 

SAUDI ARABIA 

(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

750 0.71 

ドイチエ バンク アーゲー ロンド

ン ピービー ノントリテイー クラ

イアンツ ６１３ 

(常任代理人 ドイツ証券株式会社) 

WINCHESTER  HOUSE  １ GREAT  WINCHESTER 

STREET LONDON EC２N ２DB, UK 

(東京都千代田区永田町二丁目11番１号

山王パークタワー) 

698 0.66 

計 ― 63,672 60.51 

氏名または名称 住  所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合(％) 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 6,692 6.36 

ゴールドマン・サック

ス証券株式会社 

東京都港区六本木六丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー 
3,956                  3.76 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成18年9月30日現在) 

(注)1 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権5個)含まれております。 

2 単元未満株式には、証券保管振替機構名義の株式が520株、当社所有の自己株式が884株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成18年9月30日現在) 

(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式  1,343,000 
― 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 101,711,000 101,711 同上 

単元未満株式 普通株式  2,167,259 ― 同上 

発行済株式総数 105,221,259 ― ― 

総株主の議決権 ― 101,711 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

(株) 

他人名義 

所有株式数 

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式 

総数に対する

所有株式数 

の割合 (%) 

（自己保有株式） 

(株)日立国際電気 

東京都千代田区外神田 

四丁目14番１号 
1,343,000 ― 1,343,000 1.28 

計 ― 1,343,000 ― 1,343,000 1.28 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動は次のとおりであります。 

(1) 執行役の状況 

 ① 役職の異動 
  

  

  

  

月別 平成18年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高(円) 1,579 1,499 1,373 1,348 1,327 1,455 

最低(円) 1,368 1,311 1,115 1,125 1,206 1,304 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

執行役常務 

(ＣＳＲ推進本部長) 

執行役常務 

(広報・法務本部長) 
阿曽 光明 平成18年10月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成18年3月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

 1 現金及び預金     19,975   24,652    22,826  

 2 グループ内預入金 ※5   29,613   28,667    23,765  

 3 受取手形及び売掛金 ※3,4   37,863   50,818    57,390  

 4 棚卸資産     31,367   37,982    30,709  

 5 繰延税金資産     7,245   6,943    7,868  

 6 その他     1,868   1,601    1,919  

 7 貸倒引当金     △53   △109    △166  

流動資産合計     127,879 74.3  150,556 75.5   144,313 74.9

Ⅱ 固定資産                

1 有形固定資産 ※1              

 （1） 建物及び構築物    11,581    13,743   13,320    

 （2） 機械装置及び運搬具   2,145    2,546   2,757    

 （3） 土地   5,861    5,544   5,541    

 （4） 建設仮勘定   987    360   166    

 （5） その他   3,143 23,719  3,604 25,799  3,555 25,341  

2 無形固定資産     409   1,412    865  

3 投資その他の資産                

 （1） 投資有価証券   6,008    7,019   7,484    

 （2） 長期貸付金   35    44   31    

 （3） 繰延税金資産   11,811    10,885   10,413    

 （4） その他   2,463    3,799   4,331    

 （5） 貸倒引当金   △163 20,155  △156 21,592  △199 22,061  

固定資産合計     44,284 25.7  48,804 24.5   48,269 25.1

資産合計     172,164 100.0  199,361 100.0   192,582 100.0

                 



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成18年3月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比 

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%) 

(負債の部)                 

Ⅰ 流動負債                 

1 支払手形及び買掛金 ※4   25,133    41,495    34,606  

2 短期借入金     1,667    1,567    1,567  

3 未払法人税等     654    2,101    746  

4 未払費用     13,068    15,060    14,221  

5 製品保証引当金     ―    1,214    ―  

6 その他 ※4   5,858    6,573    10,617  

流動負債合計     46,381 27.0  68,012 34.1   61,758 32.0

Ⅱ 固定負債                 

1 新株予約権付社債     6,000    6,000    6,000  

2 退職給付引当金     27,457    27,126    27,474  

3 役員退職慰労引当金     367    370    455  

4 その他     306    279    274  

固定負債合計     34,131 19.8  33,776 17.0   34,204 17.8

負債合計     80,512 46.8  101,788 51.1   95,963 49.8

                  

(少数株主持分)                 

少数株主持分     147 0.1  ― ―   192 0.1

                  

(資本の部)                 

Ⅰ 資本金     10,058 5.8  ― ―   10,058 5.2

Ⅱ 資本剰余金     26,152 15.2  ― ―   26,152 13.6

Ⅲ 利益剰余金     53,747 31.2  ― ―   58,227 30.2

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金     1,711 1.0 ― ―   2,402 1.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     112 0.1  ― ―   301 0.2

Ⅵ 自己株式     △278 △0.2  ― ―   △715 △0.4

資本合計     91,503 53.1  ― ―   96,426 50.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計     172,164 100.0 ― ―   192,582 100.0

                      



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成18年3月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

1 資本金     ―   10,058 5.0   ―  

2 資本剰余金     ―   26,153 13.1   ―  

3 利益剰余金     ―   60,084 30.2   ―  

4 自己株式     ―   △1,418 △0.7   ―  

株主資本合計     ―   94,878 47.6   ―  

Ⅱ 評価・換算差額等                

1 その他有価証券 
評価差額金     ― 2,047 1.0   ― 

2 為替換算調整勘定     ―   434 0.2   ―  

評価・換算差額等 
合計     ― 2,481 1.2   ― 

Ⅲ 少数株主持分     ―   212 0.1   ―  

純資産合計     ―   97,572 48.9   ―  

負債純資産合計     ―   199,361 100.0   ―  

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

    

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比

(%) 
金額(百万円)

百分比

(%) 
金額(百万円) 

百分比

(%) 

Ⅰ 売上高     67,018 100.0  88,011 100.0   159,064 100.0

Ⅱ 売上原価     48,645 72.6  64,613 73.4   117,161 73.7

   売上総利益     18,372 27.4  23,398 26.6   41,903 26.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   14,694 21.9  17,559 20.0   30,470 19.1

   営業利益     3,678 5.5  5,838 6.6   11,433 7.2

Ⅳ 営業外収益                

 1 受取利息   37    124   97    

 2 受取配当金   66    80   82    

 3 持分法による投資利益   120    219   370    

 4 その他   370 595 0.9 370 795 0.9 913 1,463 0.9

Ⅴ 営業外費用                

 1 支払利息   8    7   14    

 2 棚卸資産除却損   148    154   360    

 3 棚卸資産評価損   453    27   603    

 4 固定資産処分損   144    249   337    

 5 為替差損   15    153   123    

 6 その他   496 1,267 1.9 698 1,291 1.4 1,316 2,755 1.7

   経常利益     3,005 4.5  5,343 6.1   10,141 6.4

Ⅵ 特別利益                

 1 過年度特許許諾料   ―    300   ―    

 2 事業構造改革引当金 
   取崩益 

  3,090 3,090 4.6 ― 300 0.3 3,090 3,090 1.9

Ⅶ 特別損失                

 1 過年度製品保証引当金 
   繰入額 

  ―    261   ―    

 2 減損損失 ※3 3,330    ―   3,431    

 3 事業拠点統合費用    ―    ―   806    

 4 その他 ※4 ― 3,330 5.0 ― 261 0.3 57 4,294 2.7

  税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

    2,765 4.1  5,381 6.1   8,936 5.6

  法人税、住民税及び 
  事業税 

※2 532    1,960   1,437    

  法人税等調整額 ※2 △1,757 △1,224 △1.8 671 2,631 3.0 745 2,183 1.4

  少数株主利益     23 0.0  36 0.0   72 0.0

  中間(当期)純利益     3,966 5.9  2,712 3.1   6,680 4.2

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     26,152   26,152 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

  自己株式処分差益   0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

26,152 26,152

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     50,239   50,239 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

1 中間(当期)純利益   3,966   6,680   

2 海外連結子会社の 
 繰延税金資産再評価に 
伴う増加高 

  ― 3,966 2,183 8,864 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

1 配当金   419   838   

2 取締役賞与   38 458 38 877 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

53,747 58,227

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注1)平成18年５月の取締役会決議に基づく利益処分項目であります。 
(注2)平成18年６月の定時株主総会決議に基づく利益処分項目であります。 

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,058 26,152 58,227 △715 93,722 

中間連結会計期間中の変動額           

 自己株式の取得       △705 △705 

 自己株式の処分   0   2 3 

 剰余金の配当 (注1)     △835   △835 

 取締役賞与 (注2)     △51   △51 

 中間純利益     2,712   2,712 

 連結子会社増加に伴う増加額     6   6 

 海外連結子会社の過年度損益 

取引修正による増加額 
    25   25 

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― 0 1,857 △702 1,155 

平成18年９月30日残高(百万円) 10,058 26,153 60,084 △1,418 94,878 

項目 

  評価・換算差額等       

その他 

有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,402 301 2,704 192 96,618

中間連結会計期間中の変動額           

 自己株式の取得         △705 

 自己株式の処分         3 

 剰余金の配当 (注1)         △835 

 取締役賞与 (注2)         △51 

中間純利益         2,712 

 連結子会社増加に伴う増加額         6 

海外連結子会社の過年度損益 

取引修正による増加額 
      

  
25 

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
△355 132 △223 20 △202 

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△355 132 △223 20 953 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,047 434 2,481 212 97,572 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
        

税金等調整前中間(当期)純利益   2,765 5,381 8,936 

減価償却費   1,530 1,922 3,461 

退職給付引当金の増加額 

(△は減少額) 
  152 △347 167 

役員退職慰労引当金の増加額 
(△は減少額) 

  3 △84 91

事業構造改革引当金の減少額   △3,090 ― △3,090 

製品保証引当金の増加額   ― 1,214 ― 

受取利息及び受取配当金   △103 △205 △179 

支払利息   8 7 14 

減損損失   3,330 ― 3,431 

固定資産処分損   134 216 260 

固定資産売却益   △1 △1 △7 

売上債権の減少額 
(△は増加額) 

  11,605 6,590 △7,878

棚卸資産の増加額   △7,418 △7,260 △6,746 

その他流動資産の増加額   △205 △381 △111 

仕入債務の増加額 
(△は減少額) 

  △5,754 6,870 3,623

未払消費税等の増加額 
(△は減少額) 

  △214 113 △204

その他流動負債の増加額 
(△は減少額) 

  775 △275 3,616

その他   △166 △219 △327 

小計   3,349 13,539 5,056 

利息及び配当金の受取額   146 285 251 

利息の支払額   △8 △7 △14 

法人税等の支払額   △1,615 △844 △2,434 

法人税等の還付額   2 6 2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  1,874 12,979 2,861 



  

  
  

    

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ・フロー 
   

定期預金の預入による支出   △0 △5 △0 

定期預金の払戻による収入   111 1 11 

有価証券の取得による支出   ― ― △150 

投資有価証券の取得による支出   △10 △32 △10 

投資有価証券の売却による収入   ― 4 22 

有形固定資産の取得による支出   △1,817 △5,515 △3,539 

有形固定資産の売却による収入   445 59 1,614 

短期貸付金の純減少額   7 0 10 

変動金利型預金への投資による支出   ― ― △2,000 

変動金利型預金の償還による収入   1,000 ― 1,000 

その他投資の減少額 
(△は増加額)  

  △447 471 △405

その他   △65 △298 △565 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
  △777 △5,315 △4,014

Ⅲ 財務活動による 

キャッシュ・フロー 
   

短期借入金の純減少額   ― ― △100 

配当金の支払額   △419 △835 △838 

少数株主への配当金の支払額   △28 △17 △34 

自己株式の純増加額   ― △702 △494 

その他   △57 ― ― 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
  △505 △1,555 △1,467

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

換算差額 
  48 65 133 

Ⅴ 現金及び現金同等物 

の増加額(△は減少額) 
  639 6,174 △2,486 

Ⅵ 現金及び現金同等物 

の期首残高 
  49,352 46,865 49,352 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 

現金同等物の増加 
  ― 36 ― 

Ⅷ 現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
  49,992 53,076 46,865 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

(1) 連結の範囲に関する事項 

次に示す子会社16社の全てを

連結の範囲に含めております。 

  

八木アンテナ(株) 

(株)日立国際電気 

エンジニアリング 

(株)五洋電子 

(株)国際電気テクノアート 

(株)国際電気セミコンダクター 

サービス 

国際電気テクノサービス(株) 

(株)日立国際電気サービス 

日立電子テクノシステム(株) 

八木電子(株) 

(株)東北電子エンジニアリング 

KOKUSAI SEMICONDUCTOR  

EQUIPMENT CORP. 

KOKUSAI ELECTRIC ASIA  

PACIFIC CO.,LTD. 

KOKUSAI ELECTRIC EUROPE GmbH 

HITACHI DENSHI AMERICA,LTD. 

HITACHI DENSHI (U.K.) LTD. 

HITACHI DENSHI (EUROPA) GmbH 

  

(1) 連結の範囲に関する事項 

次に示す子会社17社の全てを

連結の範囲に含めております。 

  

八木アンテナ(株) 

(株)日立国際電気 

エンジニアリング 

(株)五洋電子 

(株)国際電気テクノアート 

(株)国際電気セミコンダクター 

サービス 

国際電気テクノサービス(株) 

(株)日立国際電気サービス 

日立電子テクノシステム(株) 

八木電子(株) 

(株)東北電子エンジニアリング 

KOKUSAI SEMICONDUCTOR  

EQUIPMENT CORP. 

KOKUSAI ELECTRIC ASIA  

PACIFIC CO.,LTD. 

KOKUSAI ELECTRIC EUROPE GmbH 

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC 

AMERICA,LTD. 

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC 

  U.K. LTD. 

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC 

EUROPE GmbH 

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC 

      (SHANGHAI) CO., LTD. 

  

(1) 連結の範囲に関する事項 

次に示す子会社16社の全てを

連結の範囲に含めております。 

  

八木アンテナ(株) 

(株)日立国際電気 

エンジニアリング 

(株)五洋電子 

(株)国際電気テクノアート 

(株)国際電気セミコンダクター 

サービス 

国際電気テクノサービス(株) 

(株)日立国際電気サービス 

日立電子テクノシステム(株) 

八木電子(株) 

(株)東北電子エンジニアリング 

KOKUSAI SEMICONDUCTOR  

EQUIPMENT CORP. 

KOKUSAI ELECTRIC ASIA  

PACIFIC CO.,LTD. 

KOKUSAI ELECTRIC EUROPE GmbH 

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC 

AMERICA,LTD. 

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC 

  U.K. LTD. 

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC 

EUROPE GmbH 

  
  

(株)国際電気エンジニアリング

は、平成17年４月１日付けで国際

電気アルファ(株)を吸収合併し、

同日社名を(株)日立国際電気エン

ジニアリングに変更しました。 

(株)五洋エンジニアリングと

(株)五洋エレクトロニクスは、平

成17年４月１日付けで合併し、同

日社名を(株)五洋電子に変更しま

した。 

前連結会計年度まで非連結子会

社であった KOKUSAI  ELECTRIC 

ASIA PACIFIC SHANGHAI LTD.につ

きましては、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間末より連

結の範囲に加えております。ま

た、社 名 を HITACHI  KOKUSAI 

ELECTRIC (SHANGHAI) CO.,LTD.に

変更しております。 

  

 (株)国際電気エンジニアリン

グと国際電気アルファ(株)は、平

成17年４月１日付けで合併し、同

日社名を(株)日立国際電気エンジ

ニアリングに変更しました。 

(株)五洋エンジニアリングと

(株)五洋エレクトロニクスは、平

成17年４月１日付けで合併し、同

日社名を(株)五洋電子に変更しま

した。 

HITACHI DENSHI AMERICA,LTD.

は、平成18年１月１日付けで

HITACHI  KOKUSAI  ELECTRIC 

AMERICA,LTD.に社名を変更しまし

た。 

HITACHI  DENSHI  (U.K.)  LTD.

は、平成18年１月１日付けで

HITACHI KOKUSAI ELECTRIC U.K. 

LTD.に社名を変更しました。 

HITACHI DENSHI (EUROPA) GmbH

は、平成18年１月１日付けで

HITACHI  KOKUSAI  ELECTRIC 

EUROPE GmbHに社名を変更しまし

た。 

  



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

日神電子(株)他非連結子会社６

社の合計の総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも小規模で中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません

ので連結の範囲から除外しており

ます。 

  

日神電子(株)他非連結子会社５

社の合計の総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも小規模で中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません

ので連結の範囲から除外しており

ます。 

  

日神電子(株)他非連結子会社６

社の合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも小規模で連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりませんので

連結の範囲から除外しておりま

す。 

  

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社は、次の関連会

社１社であります。 

KOKUSAI ELECTRIC KOREA 

CO.,LTD. 

  

非連結子会社７社及び関連会社

(株)リンクはそれぞれ中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

  

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社は、次の関連会

社１社であります。 

KOKUSAI ELECTRIC KOREA 

CO.,LTD.  

  

非連結子会社６社及び関連会社

(株)リンクはそれぞれ中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

  

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社は、次の関連会

社１社であります。 

KOKUSAI ELECTRIC KOREA 

CO.,LTD. 

  

非連結子会社７社及び関連会社

(株)リンクはそれぞれ当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

  

(3) 連結子会社の中間決算日等に 

関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

  

(3) 連結子会社の中間決算日等に 

関する事項 

中間決算日が中間連結決算日と

異なる場合の内容等 

HITACHI  KOKUSAI  ELECTRIC 

(SHANGHAI)CO., LTD.の中間決算

日は、6月 30日であります。中

間連結財務諸表を作成するに当た

っては同日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

  

(3) 連結子会社の事業年度等に 

関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

(4) 会計処理基準に関する事項 

連結子会社が採用する会計処理

基準と当社が採用する会計処理基

準とは、おおむね同一であり、次

のとおりであります。但し、在外

連結子会社が採用する会計処理基

準の一部は、当該国の会計処理基

準に準拠しております。 

  

(4) 会計処理基準に関する事項 

同左 

(4) 会計処理基準に関する事項 

同左 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

① 重要な資産の評価基準及び 

評価方法 

  

① 重要な資産の評価基準及び 

評価方法 

① 重要な資産の評価基準及び 

評価方法 

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法により評価

しております。(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、主と

して移動平均法により算定

しております。) 

・時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法

により評価しております。 

  

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法により評価

しております。(評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、主

として移動平均法により算

定しております。) 

・時価のないもの 

同左 

  

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法により評価して

おります。(評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定してお

ります。) 

・時価のないもの 

同左 

(ロ) デリバティブ 

原則として時価法により評価

しております。 

  

(ロ) デリバティブ 

同左 

  

(ロ) デリバティブ 

同左 

  

(ハ) 棚卸資産 

(ⅰ) 製品、仕掛品 

主として個別法に基づく原

価法により評価しておりま

す。但し、一部量産品につい

ては、移動平均法又は総平均

法による原価法により評価し

ております。なお、価格変動

の著しい量産品については、

個別法又は移動平均法に基づ

く低価法を採用しておりま

す。 

  

(ハ) 棚卸資産 

(ⅰ) 製品、仕掛品 

同左 

  

(ハ) 棚卸資産 

(ⅰ) 製品、仕掛品 

同左 

(ⅱ) 材料 

主として総平均法に基づく

低価法により評価しておりま

す。但し、一部については、

個別法又は移動平均法に基づ

く低価法により評価しており

ます。 

  

(ⅱ) 材料 

同左 

(ⅱ) 材料 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(イ) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

但し、当社及び国内連結子会社

は、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しておりま

す。 

  

② 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(イ) 有形固定資産 

同左 

  

② 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(イ) 有形固定資産 

同左 

  



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  

建物及び構築物   3～50年 

機械装置及び運搬具 2～17年 

有形固定資産その他 2～20年 

  

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  

同左 

  

  

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  

同左 

(ロ) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用ソフトウェアの

主な耐用年数は5年であります。 

  

(ロ) 無形固定資産 

同左 

(ロ) 無形固定資産 

同左 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率等を勘案して必要額を、貸

倒懸念債権及び破産更生債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し

た回収不能見込額を計上しており

ます。 

  

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ) 貸倒引当金 

同左 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ) 貸倒引当金 

同左 

(ロ)  

――――― 

(ロ) 製品保証引当金 

製品のアフターサービスに対す

る費用の支出に備えるため、保証

期間内のサービス費の発生見込額

を過去の実績を基礎として計上し

ております。 

（追加情報） 

従来、販売後の無償保証期間に

生じる補修費については、補修作

業等の発生時の費用として計上し

ておりましたが、当中間連結会計

期間より、売上高に対する過去の

実績率等に基づいて製品保証引当

金を計上する方法を採用しており

ます。これは、近年における技術

の高度化及び品質レベルの向上に

よる補修サービスの重要性を背景

として、当該補修サービスに係る

費用の重要性が増してきたととも

に、製品種類毎の補修費データが

整備・蓄積されてきたことから、

期間損益の適正化及び財務体質の

健全化を図ることを目的として行

われたものであります。なお、前

連結会計年度の売上に係る補修費

に相当する部分については特別損

失（261百万円）として計上してお

ります。 

この結果、従来の方法によった

場合と比べて、当中間連結会計期

間の営業利益、経常利益はそれぞ

れ952百万円、税金等調整前中間純

利益は1,214百万円減少しておりま

す。 

  

(ロ)  

――――― 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

(ハ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(14年)による定額法に

より費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(14年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとして

おります。 

  

(ハ) 退職給付引当金 

同左 

  

  

(ハ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 
過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(14年)による定額法に

より費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(14年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとして

おります。 

  

(ニ) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額の100%を計上しておりま

す。 

  

(ニ) 役員退職慰労引当金 

同左 

(ニ) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額の100%を計上しております。 

  

(ホ) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社を

含めた人員削減・資産の健全化等

のリストラ策の実施に伴い、今後

発生が見込まれる費用について合

理的に見積られる金額を計上して

おります。 

なお、当中間連結会計期間にお

ける固定資産の減損に係る会計基

準の適用に伴い、事業構造改革引

当金を全額取崩しております。 

  

(ホ)  
――――― 

  
  
  
  
  

(ホ) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社を

含めた人員削減・資産の健全化等

のリストラ策の実施に伴い、今後

発生が見込まれる費用について合

理的に見積られる金額を計上して

おります。 

なお、当連結会計年度における

固定資産の減損に係る会計基準の

適用に伴い、事業構造改革引当金

を全額取崩しております。 

  

  

④ 重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び

負債、収益及び費用は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。 

  

④ 重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び

負債、収益及び費用は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数株

主持分に含めて計上しておりま

す。 

  

④ 重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

なお、在外子会社等の資産及び

負債、収益及び費用は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。 



  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

⑤ 工事進行基準 

請負工事契約を締結している工

事については、工事進行基準を適

用しております。 

  

⑤ 工事進行基準 

同左 

⑤ 工事進行基準 

同左 

⑥ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

⑥ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑥ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑦ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ) ヘッジ会計の方法 

振当処理の要件を満たしている

為替予約については、振当処理を

採用しております。 

  

⑦ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

⑦ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 為替予約 

ヘッジ対象 … 製品輸出による 

外貨建売上債権 

  

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

(ハ) ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権

限規定及び取引限度額等を定めた

内部規程に基づき、ヘッジ対象に

係る為替相場変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしております。 

  

(ハ) ヘッジ方針 

同左 

  

(ハ) ヘッジ方針 

同左 

  

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を半期ごとに比較し、両者の変

動額等を基礎にして、ヘッジ有

効性を評価しております。 

  

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

⑧ 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  

⑧ 消費税等の会計処理 

同左 

⑧ 消費税等の会計処理 

同左 

(5) 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から3ヵ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。 

(5) 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

同左 

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から3ヵ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっ

ております。 

  



会計方針の変更 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

これにより税金等調整前中間純利

益が3,330百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

  

  

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

これにより、税金等調整前当期純

利益が3,431百万円減少しておりま

す。         

なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

（半導体製造装置に係る棚卸資産評

価損） 

従来、顧客貸出品に係る評価損に

ついては、営業外費用として処理し

ておりましたが、当中間連結会計期

間より、原価性が認められるものに

ついては売上原価として処理するこ

とに変更しました。この変更は、こ

こ数年のめまぐるしい技術革新を受

け、顧客による一定期間の選定評価

を経て受注に至ることが営業活動上

一般化してきたことによるものであ

ります。 

なお、この変更により従来の方法

によった場合と比較して営業利益が

284百万円減少しておりますが経常

利益への影響はありません。 

  

  

  

――――― 

（半導体製造装置に係る棚卸資産評

価損） 

従来、顧客貸出品に係る評価損に

ついては、営業外費用として処理し

ておりましたが、当連結会計年度よ

り、原価性が認められるものについ

ては売上原価として処理することに

変更しました。この変更は、ここ数

年のめまぐるしい技術革新を受け、

顧客による一定期間の選定評価を経

て受注に至ることが営業活動上一般

化してきたことによるものでありま

す。 

なお、この変更により従来の方法

によった場合と比較して営業利益が

517百万円減少しておりますが経常

利益への影響はありません。 

  

  

  

――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は97,359百万円であ

ります。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

  

  

  

――――― 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

  

  

――――― 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

当中間連結会計期間から、改正後

の「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 最終改正平成18年8月11

日 企業会計基準第１号）及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年8

月11日 企業会計基準適用指針第２

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結諸表規則により作成しておりま

す。 

  

  

  

――――― 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

  

――――― 

  

  

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、自己株式の純増加額57

百万円については、財務活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」として表示しておりましたが、当中間連結

会計期間より金額的重要性が増したため、「自己株式の

純増加額」として表示しております。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

前中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前連結会計年度末 

(平成18年3月31日) 

1 ※1 有形固定資産減価償却累

計額 

63,498百万円 

1 ※1 有形固定資産減価償却累

計額 

59,935百万円 

1 ※1 有形固定資産減価償却累

計額 

59,711百万円 

  

2 偶発債務 

連結会社以外の会社等の銀行借

入に対する保証債務 

  

従業員 

(持家制度分) 
2百万円

2   

―――――  

  

  

  

  

  

2 偶発債務 

連結会社以外の会社等の銀行借

入に対する保証債務 

  

従業員 

(持家制度分) 
0百万円

3 ※3 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 97百万円

   

3 ※3 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 61百万円

3 ※3 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 92百万円

4 ※4 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

4 ※4 中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理 

当中間連結会計期間末日は銀

行休業日でありましたが、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。 

当中間連結会計期間末日満期

手形の金額は、次の通りであり

ます。 

受取手形及び売掛金 

(受取手形) 
287百万円

受取手形裏書譲渡高 5 

支払手形及び買掛金 

(支払手形) 
409 

流動負債の「その他」

(設備関係支払手形) 
25 

4 ※4 

――――― 

5 ※5 グループ内預入金 

日立グループの資金を集中し、

その資金を制度参加会社の資金需

要に充てることにより、日立グル

ープの資金効率向上を図ることを

目的とした日立グループ・プーリ

ング制度による(株)日立製作所に

対して預入れた運用資金でありま

す。 

  

5 ※5 グループ内預入金 

同左 

  

5 ※5 グループ内預入金 

同左 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

1 ※1 販売費及び一般管理費のう

ち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

ホ その他(合計額の100分の10

を超えるもの) 

  

  

  

イ 減価償却費 180百万円

ロ 退職給付費用 337 

ハ 役員退職慰労 

  引当金繰入額 
80 

ニ 研究開発費 1,985 

  販売員事務員 

  給料手当 
3,654 

1 ※1 販売費及び一般管理費のう

ち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

ヘ その他(合計額の100分の10

を超えるもの)   

イ 減価償却費 272百万円

ロ 退職給付費用 232 

ハ 役員退職慰労

  引当金繰入額
82 

ニ 研究開発費 3,087 

ホ 製品保証 

  引当金繰入額
952 

  販売員事務員

  給料手当 
3,607 

1 ※1 販売費及び一般管理費のう

ち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

ホ その他(合計額の100分の10

を超えるもの) 

イ 減価償却費 353百万円

ロ 退職給付費用 726 

ハ 役員退職慰労 

  引当金繰入額 
174 

ニ 研究開発費 4,973 

  販売員事務員 

  給料手当 
7,295 

2 ※2 税効果会計 

当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は、

当連結会計年度において予定し

ている利益処分による特別償却

準備金の積立て及び取崩を前提

として、当中間連結会計期間に

係る金額を計算しております。 

  

2 ※2 税効果会計 

当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は、当

連結会計年度において予定してい

る特別償却準備金の積立て及び取

崩を前提として、当中間連結会計

期間に係る金額を計算しておりま

す。 

  

2 ※2 

――――― 

  

3 ※3 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

北海道 

千歳市 
遊休資産 建物、土地他

富山県 

富山市 
遊休資産 土地、構築物

山梨県 

富士吉田市 
遊休資産 建物、土地他

宮城県 

仙台市 
遊休資産 土地、構築物

東京都 

小平市 

処分予定 

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

東京都 

中野区他 

処分予定 

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

3 ※3  

――――― 

3 ※3 減損損失   

当連結会計年度において、以

下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

北海道 

千歳市 
遊休資産 建物、土地他

富山県 

富山市 
遊休資産 土地、構築物

山梨県 

富士吉田市
遊休資産 建物、土地他

宮城県 

仙台市 
遊休資産 土地、構築物

東京都 

小平市 

処分予定 

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

東京都 

中野区他 

処分予定 

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

東京都 

羽村市 

処分予定 

資産 
建物、土地他

埼玉県 

さいたま市
遊休資産 

建物、機械及

び装置他 

      



  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

（資産のグルーピングの方法） 

事業用資産については、継続的に

収支の把握を行っている管理会計上

の区分（セグメント別）に資産をグ

ルーピングしており、事業の用に直

接供していない遊休資産、処分予定

資産については個々にグルーピング

を行っております。 

  

  

――――― 

（資産のグルーピングの方法） 

事業用資産については、継続的に

収支の把握を行っている管理会計上

の区分（セグメント別）に資産をグ

ルーピングしており、事業の用に直

接供していない遊休資産、処分予定

資産については個々にグルーピング

を行っております。 

  

（減損損失の認識に至った経緯） 

遊休資産は工場の閉鎖等に伴い今

後の使用見込みが未定であり、市場

価格が著しく下落しているため、ま

た、処分予定資産については、当初

の予定よりも著しく早期に除却処分

することとなったため減損損失を認

識しました。 

  

  （減損損失の認識に至った経緯） 

遊休資産は工場の閉鎖等に伴い今

後の使用見込みが未定であり、市場

価格が著しく下落しているため、ま

た、処分予定資産については、当初

の予定よりも著しく早期に除却処分

することとなったため減損損失を認

識しました。 

  

（減損損失の金額） 

  

種類 金額（百万円）

建物 1,651 

構築物 100 

機械及び装置 337 

工具、器具及び 

備品 
66 

土地 1,167 

その他 5 

計 3,330 

  （減損損失の金額） 

  

種類 金額（百万円）

建物 1,685 

構築物 101 

機械及び装置 366 

工具、器具及び 

備品 
66 

土地 1,196 

その他 13 

計 3,431 

      

（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は正味売却価額を適

用しております。また、正味売却価

額の算定に当たっては、不動産鑑定

評価基準等に基づき算出しておりま

す。 

  

    

4 ※4 

――――― 

  

4 ※4 

――――― 

4 ※4 特別損失の「その他」は、

事業構造改革費用であります。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

  定款授権に基づく取締役会決議による買受け   524千株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

  単元未満株式の買増請求に伴う処分        2千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 105,221 ― ― 105,221 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 792 553 2 1,343 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年5月30日 

取締役会 
普通株式 835 8.00 平成18年3月31日 平成18年6月9日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年10月30日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 623 6.00 平成18年9月30日 平成18年12月1日 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

  百万円

現金及び預金勘定 19,975

グループ内預入金 29,613

預入期間が3ヵ月を 
超える定期預金 

△135

有価証券勘定 538

  49,992

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

  百万円

現金及び預金勘定 24,652

グループ内預入金 28,667

預入期間が3ヵ月を
超える定期預金 

△243

  53,076

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

  百万円

現金及び預金勘定 22,826

グループ内預入金 23,765

預入期間が3ヵ月を 
超える定期預金 

△240

有価証券勘定 514

  46,865



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

1 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械装置及び 
運搬具 130 80 49

(有形固定資産) 
その他 1,012 430 582

合計 1,142 511 631 

1 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円)

減価
償却 
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械装置及び 
運搬具 155 96 59

工具器具備品 1,020 411 608

その他 54 19 34

合計 1,231 527 703 

1 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具 101 61 39

(有形固定資産)
その他 1,179 475 704

合計 1,281 536 744 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

1年内 251百万円

1年超 385 

合計 637 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

1年内 308百万円

1年超 401 

合計 709 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

1年内 298百万円

1年超 452 

合計 750 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 132百万円

減価償却費相当額 128 

支払利息相当額 4 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 166百万円

減価償却費相当額 161 

支払利息相当額 5 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 285百万円

減価償却費相当額 276 

支払利息相当額 8 

   

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

2 オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

  

1年内 22百万円

1年超 150 

合計 172 

2 オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

1年内 23百万円

1年超 151 

合計 174 

2 オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

1年内 40百万円

1年超 130 

合計 170 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年9月30日) 

1 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

2 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

3 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(注) 当中間連結会計期間において有価証券については減損処理を行っておりません。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。 

  

区分 
取得原価 

(百万円) 

中間連結貸借対照表 

計上額 (百万円) 

差額 

(百万円) 

（1）株式 1,755 4,600 2,844 

（2）債券       

 ① 社債 ― ― ― 

 ② その他 ― ― ― 

（3）その他 500 498 △1 

  計 2,255 5,099 2,843 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

（1）非上場株式 351 

（2）ＭＭＦ 40 

計 391 



当中間連結会計期間末(平成18年9月30日) 

1 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

2 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

3 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(注) 当中間連結会計期間において有価証券については減損処理を行っておりません。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。 

  

区分 
取得原価 

(百万円) 

中間連結貸借対照表 

計上額 (百万円) 

差額 

(百万円) 

（1）株式 1,734 5,134 3,400 

（2）債券       

 ① 社債 ― ― ― 

 ② その他 ― ― ― 

（3）その他 ― ― ― 

  計 1,734 5,134 3,400 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

（1）非上場株式 359 

（2）債券 150 

計 510 



前連結会計年度末 (平成18年3月31日) 

1 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

2 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  
  

3 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(注) 当連結会計年度において、有価証券について 0百万円（その他有価証券で時価のない株式 0百万円）減損処理を行

っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。 

  

区分 
取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照表 

計上額 (百万円) 

差額 

(百万円) 

（1）株式 1,736 5,733 3,996 

（2）債券       

 ① 社債 ― ― ― 

 ② その他 ― ― ― 

（3）その他 500 494 △5 

  計 2,236 6,227 3,990 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

（1）非上場株式 350 

（2）債券 150 

（3）ＭＭＦ 20 

計 521 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末における為替予約残高については、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金

銭債権にすべて振り当てられており、開示の対象となる為替予約残高はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末における為替予約残高については、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金

銭債権にすべて振り当てられており、開示の対象となる為替予約残高はありません。 

  

前連結会計年度末（平成18年3月31日） 

当連結会計年度末における為替予約残高については、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債

権にすべて振り当てられており、開示の対象となる為替予約残高はありません。 

  

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

  

  

通信・情報 

システム 

(百万円) 

放送・映像 

システム 

(百万円) 

半導体製造 

システム 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

24,204 19,931 22,882 67,018 ― 67,018

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

31 262 ― 293 (293) ―

計 24,235 20,194 22,882 67,312 (293) 67,018 

営業費用 23,612 20,588 19,433 63,634 (293) 63,340 

営業利益(△は営業損失) 623 △393 3,448 3,678 ― 3,678 

  

通信・情報 

システム 

(百万円) 

放送・映像 

システム 

(百万円) 

半導体製造 

システム 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

29,954 23,744 34,313 88,011 ― 88,011

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 173 ― 173 (173) ―

計 29,954 23,917 34,313 88,185 (173) 88,011 

営業費用 30,377 23,764 28,204 82,347 (173) 82,173 

営業利益(△は営業損失) △423 153 6,108 5,838 ― 5,838 

  

通信・情報 

システム 

(百万円) 

放送・映像 

システム 

(百万円) 

半導体製造 

システム 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

57,605 45,269 56,189 159,064 ― 159,064

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

396 501 ― 898 (898) ―

計 58,001 45,771 56,189 159,963 (898) 159,064 

営業費用 56,718 45,236 46,574 148,530 (898) 147,631 

営業利益 1,283 534 9,615 11,433 ― 11,433 



  
(注)1. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

2. 各事業の主な製品 

  

通信・情報システム………… 携帯電話基地局関連装置、無線ブロードバンドシステム、無線パケット

通信機、構内業務用デジタル無線システム、航空機搭載機器、船舶搭載

機器、航空管制用無線電話装置、教育訓練用シミュレータ、防災行政無

線システム/防災情報システム、官公庁向け各種通信システム、公共業務

用デジタル無線システム、列車無線システム、消防無線システム、空港

ＭＣＡ無線システム、ＧＰＳ/ＡＶＭ無線システム、各種無線機器、テレ

メータシステム、株価通報表示装置、各種表示ボード/ディスプレイ装

置、マルチメディア情報表示システム、証券・金融向けクライアントサ

ーバシステム、証券・金融向けアプリケーションパッケージ、ディーリ

ングシステム、ＲＦＩＤ応用システム、データウェアハウスシステム 

  

放送・映像システム………… デジタルマイクロ波中継機（可搬形・固定局）、デジタルテレビ送信

機、デジタル中継送信機、可搬形マイクロ波受信基地/自動追尾システ

ム、ＦＭ/ＡＭラジオ送信機、デジタルテレビカメラ、ノンリニア映像報

道編集・記録・送出システム、増幅器・分配器/テレビ受信用各種機器、

衛星放送・衛星通信受信用機器、テレビ・ＦＭ放送アンテナ、共同受信

設備機器、ケーブルテレビ伝送機器、電波障害・難視聴対策機器、コミ

ュニティーＦＭシステム、広域監視システム(道路、河川、港湾、鉄道向

けネットワーク)、セキュリティ監視システム、プラント監視システム

（環境、電力、化学、鉄鋼）、ブロードバンド監視システム、ＬＣＤ線

幅測定装置、各種産業用/番組制作カメラ、無線通信用アンテナ、ＩＴＳ

（高度道路交通システム）、ＲＦＩＤリーダー・ライター 

  

半導体製造システム………… 縦型酸化・拡散/ＬＰＣＶＤ装置、縦型ＱＴＡＴ装置、縦型ＡＬＤ装置、

縦型高温アニール装置、縦型超高温アニール装置、縦型ＳｉＧｅエピタ

キシャル成長装置、シリコンエピタキシャル単結晶成長装置、枚葉式Ｍ

ＭＴプラズマ窒化装置、枚葉式ＬＰＣＶＤ装置、アッシング装置 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

(注) 1 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

2 本邦以外の各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米：米国 

(2) その他の地域：台湾、シンガポール、ドイツ、イギリス等 

  

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

その他の 

地域 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

61,567 4,336 1,114 67,018 ― 67,018

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,344 87 128 3,560 (3,560) ―

計 64,912 4,423 1,243 70,579 (3,560) 67,018 

営業費用 61,673 4,009 1,206 66,889 (3,549) 63,340 

営業利益 3,238 413 37 3,689 (11) 3,678 

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

その他の 

地域 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

80,620 6,343 1,048 88,011 ― 88,011

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,797 45 391 5,234 (5,234) ―

計 85,417 6,389 1,439 93,246 (5,234) 88,011 

営業費用 80,203 5,864 1,328 87,396 (5,222) 82,173 

営業利益 5,214 524 110 5,849 (11) 5,838 

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

その他の 

地域 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

145,672 11,060 2,332 159,064 ― 159,064

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

8,171 128 396 8,695 (8,695) ―

計 153,843 11,188 2,728 167,760 (8,695) 159,064 

営業費用 143,815 9,919 2,575 156,310 (8,678) 147,631 

営業利益 10,027 1,269 153 11,450 (17) 11,433 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

(注) 1 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。 

2 地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 地域の区分方法……地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米 ：米国、カナダ 

アジア：韓国、台湾等 

欧州他：ドイツ、イギリス等 

  

  北米 アジア 欧州他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,123 11,711 1,534 18,368 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 67,018 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(%) 

7.6 17.5 2.3 27.4

  北米 アジア 欧州他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,335 21,733 1,540 30,609 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 88,011 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(%) 

8.3 24.7 1.8 34.8

  北米 アジア 欧州他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 12,198 29,393 3,283 44,874 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 159,064 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(%) 

7.7 18.5 2.1 28.2



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

２．１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下 

の通りであります。 

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

１株当たり純資産額 873円29銭 １株当たり純資産額 937円25銭 １株当たり純資産額 922円89銭

１株当たり中間純利益 37円84銭 １株当たり中間純利益 26円03銭 １株当たり当期純利益 63円32銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

36円16銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

24円87銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

60円51銭

項 目 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) ― 97,572 ― 

純資産の部の合計から控除する金額 

(百万円) 
      

少数株主持分 ― 212 ― 

普通株式に係る中間期末の純資産額 

(百万円) 
― 97,359 ― 

項 目 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 3,966 2,712 6,680 

普通株主に帰属しない金額 (役員賞与) 

(百万円) 
― ― 51 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
3,966 2,712 6,629 

普通株式の期中平均株式数 (株) 104,813,896 104,200,473 104,696,720 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益の算定に用いられた中間(当期)純

利益調整額 (百万円) 

― ― ― 

中間(当期)純利益調整額 (百万円) ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益の算定に用いられた普通株式増加数

の主要な内訳 (株) 

      

新株予約権 4,870,000 4,870,000 4,870,000 

普通株式増加数 (株) 4,870,000 4,870,000 4,870,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

― ― ― 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

当社は平成17年11月22日開催の取

締役会において、商法第211条ノ３ 

第１項第２号の規定に基づき、自己

株式を取得することを決議しまし

た。 

  

自己株式取得に関する取締役会の

決議内容 

(1) 取得する株式の種類 

当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数 

1,000,000株 (上限) 

(3) 株式取得価額の総額 

1,300百万円 (上限) 

(4) 自己株式取得の日程 

平成17年11月28日から 

平成18年５月31日まで 

  

  

――――― 

  

――――― 

  



  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年3月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

1 現金及び預金   12,147    14,025   13,692    

2 グループ内預入金 ※5 29,613    28,667   23,765    

3 受取手形 ※4 1,474    1,991   1,549    

4 売掛金   26,939    38,410   45,915    

5 有価証券   538    150   664    

6 棚卸資産   24,204    30,465   24,165    

7 短期貸付金   7    ―   ―    

8 繰延税金資産   5,566    5,051   6,089    

9 その他   5,019    5,403   5,744    

10 貸倒引当金   △3    △37   △126    

流動資産合計     105,508 69.3  124,128 71.8   121,461 71.5

Ⅱ 固定資産                

1 有形固定資産 ※1,2              

（1）建物   8,961    10,844   10,710    

（2）機械及び装置   1,644    2,020   2,196    

（3）土地   4,701    4,409   4,409    

（4）その他   3,557    3,432   3,181    

計   18,864    20,706   20,497    

2 無形固定資産   277    1,268   725    

3 投資その他の資産                

（1）投資有価証券   4,525    5,009   5,555    

（2）関係会社株式   13,542    13,565   13,542    

（3）繰延税金資産   8,103    6,077   5,406    

（4）長期性預金   ―    2,000   2,000    

（5）その他   1,598    1,091   1,604    

（6）貸倒引当金   △88    △89   △135    

（7）投資損失引当金   ―    △862   △862    

計   27,680    26,791   27,111    

固定資産合計     46,822 30.7  48,766 28.2   48,334 28.5

資産合計     152,330 100.0  172,895 100.0   169,796 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年3月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

1 支払手形 ※4 1,358    1,060   1,370    

2 買掛金   22,520    37,842   34,272    

3 短期借入金   1,192    1,192   1,192    

4 未払法人税等   108    1,223   131    

5 未払費用   9,025    10,991   10,122    

6 グループ内預り金 ※6 9,425    8,440   8,178    

7 製品保証引当金   ―    822   ―    

8 その他 ※4 4,760    5,460   8,861    

流動負債合計     48,390 31.8  67,033 38.8   64,128 37.8

Ⅱ 固定負債                

1 新株予約権付社債   6,000    6,000   6,000    

2 退職給付引当金   16,456    16,195   16,359    

3 役員退職慰労引当金   244    167   291    

4 その他   112    114   110    

固定負債合計     22,812 15.0  22,477 13.0   22,761 13.4

負債合計     71,203 46.8  89,510 51.8   86,889 51.2

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     10,058 6.6   ― ―   10,058 5.9 

Ⅱ 資本剰余金                     

1 資本準備金   26,148     ―     26,148     

2 その他資本剰余金   3     ―     4     

資本剰余金合計     26,152 17.2   ― ―   26,152 15.4 

Ⅲ 利益剰余金                     

1 利益準備金   3,234     ―     3,234     

2 任意積立金   34,098     ―     34,098     

3 中間(当期) 
  未処分利益   6,298    ―   7,892    

利益剰余金合計     43,631 28.6   ― ―   45,224 26.6 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     1,564 1.0  ― ―   2,186 1.3

Ⅴ 自己株式     △278 △0.2   ― ―   △715 △0.4 

資本合計     81,127 53.2   ― ―   82,906 48.8 

負債資本合計     152,330 100.0   ― ―   169,796 100.0 

                 



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(純資産の部)                 

Ⅰ 株主資本                 

１ 資本金     ― ―  10,058 5.8   ― ―

２ 資本剰余金                 

(1) 資本準備金   ―     26,148   ―    

(2) その他資本剰余金   ―     5   ―    

資本剰余金合計     ― ―  26,153 15.1   ― ―

３ 利益剰余金                 

(1) 利益準備金   ―     3,234   ―    

(2) その他利益剰余金                 

特別償却準備金   ―     457   ―    

別途積立金   ―     38,940   ―    

繰越利益剰余金   ―     4,102   ―    

利益剰余金合計     ― ―  46,734 27.0   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △1,418 △0.8   ― ―

株主資本合計     ― ―  81,527 47.1   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                 

  その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 1,856 1.1   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 1,856 1.1   ― ―

純資産合計     ― ―  83,384 48.2   ― ―

負債純資産合計     ― ―  172,895 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(%) 
金額(百万円) 

百分比

(%) 
金額(百万円) 

百分比

(%) 

Ⅰ 売上高     47,354 100.0  67,233 100.0   118,959 100.0

Ⅱ 売上原価     35,569 75.1  50,833 75.6   90,878 76.4

売上総利益     11,784 24.9  16,399 24.4   28,080 23.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費     9,679 20.4  12,791 19.0   20,449 17.2

営業利益     2,105 4.5  3,608 5.4   7,631 6.4

Ⅳ 営業外収益                

1 受取利息   12    43   22    

2 その他 ※1 1,437 1,449 3.0 1,438 1,482 2.2 2,503 2,526 2.1

Ⅴ 営業外費用                

1 支払利息   4    4   7    

2 その他 ※2 1,024 1,028 2.2 998 1,002 1.5 2,211 2,218 1.8

経常利益     2,525 5.3  4,087 6.1   7,938 6.7

Ⅵ 特別利益                

1 過年度特許許諾料    －    300   －    

2 関係会社株式売却益   140    －   140    

3 事業構造改革引当金 
  取崩益   3,090 3,230 6.8 － 300 0.4 3,090 3,230 2.7

Ⅶ 特別損失                

1 過年度製品保証引当金 
繰入額    －    221   －    

2 減損損失  ※5 3,330    －   3,330    

3 投資損失引当金繰入額   －   － 862   

4 事業拠点統合費用   － 3,330 7.0 － 221 0.3 753 4,946 4.2

税引前中間(当期) 
純利益     2,425 5.1 4,166 6.2   6,222 5.2

法人税、住民税 
及び事業税 ※4 21   1,236 41   

法人税等調整額 ※4 △1,605 △1,584 △3.4 584 1,820 2.7 158 199 0.1

中間(当期)純利益     4,010 8.5  2,345 3.5   6,023 5.1

前期繰越利益     2,288   ―    2,288  

中間配当額     ―   ―    419  

中間(当期)未処分利益     6,298   ―    7,892  

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

  

  

項目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,058 26,148 4 26,152 

中間会計期間中の変動額         

自己株式の取得         

自己株式の処分     0 0 

剰余金の配当（注１）         

中間純利益         

特別償却準備金積立（注２）         

特別償却準備金取崩（注３）         

別途積立金積立（注１）         

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額(純額) 

        

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 

平成18年９月30日残高(百万円) 10,058 26,148 5 26,153 

項目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 利益準備金 
その他利益剰余金 利益剰余金 

合計 特別償却 
準備金 

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,234 158 33,940 7,892 45,224 △715 80,720 

中間会計期間中の変動額               

自己株式の取得           △705 △705 

自己株式の処分           2 3 

剰余金の配当（注１）       △835 △835   △835 

中間純利益       2,345 2,345   2,345 

特別償却準備金積立（注２）   412   △412       

特別償却準備金取崩（注３）   △113   113       

別途積立金積立（注１）     5,000 △5,000       

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額(純額) 

              

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 299 5,000 △3,789 1,509 △702 807 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,234 457 38,940 4,102 46,734 △1,418 81,527 

項目 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,186 2,186 82,906 

中間会計期間中の変動額       

自己株式の取得     △705 

自己株式の処分     3 

剰余金の配当（注１）     △835 

中間純利益     2,345 

特別償却準備金積立（注２）     ― 

特別償却準備金取崩（注３）     ― 

別途積立金積立（注１）     ― 
株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額(純額) △329 △329 △329 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △329 △329 477 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,856 1,856 83,384 



  

（注１）平成18年５月の取締役会決議に基づく利益処分項目であります。 

（注２）特別償却準備金積立412百万円のうち、368百万円は平成18年５月の取締役会決議に基づく利益処分項目であり、44百万円

は当事業年度において予定している特別償却準備金積立を前提とした当中間会計期間に係る金額であります。 

（注３）特別償却準備金取崩113百万円のうち、51百万円は平成18年５月の取締役会決議に基づく利益処分項目であり、62百万円は

当事業年度において予定している特別償却準備金取崩を前提とした当中間会計期間に係る金額であります。 

  

  



  
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

1 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法

により評価しております。 
  

1 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

1 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

② その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法により評価

しております。(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております。) 

  

・時価のないもの 

移動平均法に基づく原価

法により評価しておりま

す。 

② その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法により評価

しております。(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。) 

・時価のないもの 

同左 

② その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法により評価して

おります。(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております。) 

  

・時価のないもの 

同左 

  

(2) デリバティブ 

原則として時価法により評価

しております。 
  

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) 棚卸資産 

① 製品 

個別法に基づく原価法により

評価しております。但し、一部

移動平均法に基づく原価法によ

り評価しております。なお、価

格変動の著しい量産品について

は、個別法又は移動平均法に基

づく低価法を採用しておりま

す。 

(3) 棚卸資産 

① 製品 

同左 

(3) 棚卸資産 

① 製品 

同左 

② 仕掛品 

個別法に基づく原価法により

評価しております。但し、一部

移動平均法又は総平均法に基づ

く原価法により評価しておりま

す。なお、価格変動の著しい量

産品については、個別法に基づ

く低価法を採用しております。 

② 仕掛品 

同左 

② 仕掛品 

同左 

③ 材料・貯蔵品 

総平均法に基づく低価法によ

り評価しております。但し、一

部個別法又は移動平均法に基づ

く低価法により評価しておりま

す。 
  

③ 材料・貯蔵品 

同左 

③ 材料・貯蔵品 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

2 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      3～47年 

機械及び装置  2～17年 

有形固定資産 

 その他      2～50年 

2 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

2 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用ソフトウェア

の耐用年数は５年であります。 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

  

3 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率等を勘案して必要額

を、貸倒懸念債権及び破産更生

債権については個別に回収可能

性を勘案した回収不能見込額を

計上しております。 

  

3 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

3 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2)  

――――― 

  

(2) 投資損失引当金 

発生の見込まれる投資損失に

備えるため、当該関係会社の財

政状態を勘案して損失負担見積

額を計上しております。 

  

  

(2) 投資損失引当金 

発生の見込まれる投資損失に

備えるため、当該関係会社の財

政状態を勘案して損失負担見積

額を計上しております。 

（追加情報） 

当期において実質価額の低下

している市場価格のない子会社

株式に対して、健全性の観点か

ら発生の見込まれる損失負担見

積額を投資損失引当金として862

百万円計上しております。 

  

(3) 

――――― 

  

(3) 製品保証引当金 

製品のアフターサービスに対

する費用の支出に備えるため、

保証期間内のサービス費の発生

見込額を過去の実績を基礎とし

て計上しております。 

  

(3) 

――――― 



  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

  （追加情報） 

従来、販売後の無償保証期間

に生じる補修費については、補

修作業等の発生時の費用として

計上しておりましたが、当中間

会計期間より、売上高に対する

過去の実績率等に基づいて製品

保証引当金を計上する方法を採

用しております。これは、近年

における技術の高度化及び品質

レベルの向上による補修サービ

スの重要性を背景として、当該

補修サービスに係る費用の重要

性が増してきたとともに、製品

種類毎の補修費データが整備・

蓄積されてきたことから、期間

損益の適性化及び財務体質の健

全化を図ることを目的として行

われたものであります。なお、

前事業年度の売上に係る補修費

に相当する部分については特別

損失（221百万円）として計上し

ております。 

この結果、従来の方法によっ

た場合と比べて、当中間会計期

間の営業利益、経常利益はそれ

ぞれ600百万円、税引前中間純利

益は822百万円減少しておりま

す。 

  

  

  

  

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(14年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

また、数理計算上の差異は、

各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(14年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(14年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

また、数理計算上の差異は、

各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(14年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

  



  
前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため内規に基づく中間期末

要支給額の100%を計上しており

ます。 
  

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため内規に基づく期末要支

給額の100%を計上しておりま

す。 

(6) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社

を含めた人員削減・資産の健全

化等のリストラ策の実施に伴

い、今後発生が見込まれる費用

について合理的に見積られる金

額を計上しております。 

なお、当中間会計期間におけ

る固定資産の減損に係る会計基

準の適用に伴い、事業構造改革

引当金を全額取崩しておりま

す。 

  

(6)  

――――― 

  

(6) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社

を含めた人員削減・資産の健全

化等のリストラ策の実施に伴

い、今後発生が見込まれる費用

について合理的に見積られる金

額を計上しております。 

なお、当期における固定資産

の減損に係る会計基準の適用に

伴い、事業構造改革引当金を全

額取崩しております。 

4 外貨建の資産及び負債の本邦通 

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 
  

4 外貨建の資産及び負債の本邦通 

貨への換算基準 

同左 

4 外貨建の資産及び負債の本邦通 

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

5 収益の計上基準 

売上の計上は原則として出荷

基準によっておりますが、据付

工事を含む契約の一部について

は据付完了時点で売上を計上し

ております。また、請負工事契

約を締結している工事について

は、工事進行基準を適用してお

ります。 
  

5 収益の計上基準 

同左 

5 収益の計上基準 

同左 

6 リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
  

6 リース取引の処理方法 

同左 

6 リース取引の処理方法 

同左 

7 ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

振当処理の要件を満たしてい

る為替予約については、振当処

理を採用しております。 

  

7 ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

7 ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  



  

  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出による 

外貨建売上債権 
  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(3) ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権

限規定及び取引限度額等を定め

た内部規程に基づき、ヘッジ対

象に係る為替相場変動リスクを

一定の範囲内でヘッジしており

ます。 

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

  

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を半期ごとに比較し、両者の変

動額等を基礎にして、ヘッジ有

効性を評価しております。 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

8 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。

なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺後376百万円を流

動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

  

8 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。

なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺後352百万円を流

動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

  

8 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  



  
会計方針の変更 

  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会  

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

これにより税引前中間純利益が

3,330百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

  

  

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当期より固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会  平成14年

８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用してお

ります。 

これにより税引前当期純利益が

3,330百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

  

（半導体製造装置に係る棚卸資産評

価損） 

従来、顧客貸出品に係る評価損

については、営業外費用として処

理しておりましたが、当中間会計

期間より、原価性が認められるも

のについては売上原価として処理

することに変更しました。この変

更は、ここ数年のめまぐるしい技

術革新を受け、顧客による一定期

間の選定評価を経て受注に至るこ

とが営業活動上一般化してきたこ

とによるものであります。 

なお、この変更により従来の方

法によった場合と比較して営業利

益が284百万円減少しておりますが

経常利益への影響はありません。 

  

  

  

――――― 

（半導体製造装置に係る棚卸資産評

価損） 

従来、顧客貸出品に係る評価損

については、営業外費用として処

理しておりましたが、当期より、

原価性が認められるものについて

は売上原価として処理することに

変更しました。この変更は、ここ

数年のめまぐるしい技術革新を受

け、顧客による一定期間の選定評

価を経て受注に至ることが営業活

動上一般化してきたことによるも

のであります。 

なお、この変更により従来の方

法によった場合と比較して営業利

益が517百万円減少しておりますが

経常利益への影響はありません。 



  

  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

  

  

――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は83,384百万円

であります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しておりま

す。 

  

  

  

――――― 

  

  

――――― 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

当中間会計期間より、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準第１号）及

び「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終

改正平成18年８月11日 企業会計

基準適用指針第２号）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しておりま

す。 

  

  

  

――――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

  

――――― 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において流動資産の「短期貸付金」

として表示しておりました短期貸付金は、金額が僅少

であるため、当中間会計期間より流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間の短期貸付金は１百万円であ

ります。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

  

前中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前事業年度末 

(平成18年3月31日) 

1 ※1 有形固定資産減価償却 

累計額 

52,129百万円 
  

1 ※1 有形固定資産減価償却 

累計額 

48,460百万円 

1 ※1 有形固定資産減価償却 

累計額 

48,169百万円 

2 ※2 有形固定資産の圧縮記帳 

国庫補助金等による圧縮記帳

額は、建物7百万円、構築物54百

万円、機械及び装置9百万円、工

具、器具及び備品30百万円、土

地127百万円であります。 

  

2 ※2 有形固定資産の圧縮記帳 

同左 

2 ※2 有形固定資産の圧縮記帳 

同左 

3 偶発債務 

従業員の銀行借入に対する保

証債務 

  

従業員 

(持家制度分) 
0百万円

3  

――――― 

3 偶発債務 

従業員の銀行借入に対する保

証債務 

従業員 

(持家制度分) 
0百万円

4 ※4  

  

――――― 

4 ※4 中間会計期間末日満期手形

の会計処理 

当中間会計期間末日は銀行休

業日でありましたが、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。 

当中間会計期間末日満期手形

の金額は、次の通りでありま

す。 

受取手形 191百万円

支払手形 335 

流動負債の「その他」

(設備関係支払手形) 
25 

   

4 ※4  

  

――――― 

5 ※5 グループ内預入金 

日立グループの資金を集中

し、その資金を制度参加会社の

資金需要に充てることにより、

日立グループの資金効率向上を

図ることを目的とした日立グル

ープ・プーリング制度による

(株)日立製作所に対して預入れ

た運用資金であります。 

  

5 ※5 グループ内預入金 

同左 

5 ※5 グループ内預入金 

同左 

6 ※6 グループ内預り金 

当社の子会社が日立グルー

プ・プーリング制度を利用する

為の当社への運用資金の預け額

であります。 
  

6 ※6 グループ内預り金 

同左 
  

6 ※6 グループ内預り金 

同左 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

1 ※1 営業外収益の「その他」の 

主要項目 

受取配当金 844百万円

1 ※1 営業外収益の「その他」の 

主要項目 

受取配当金 939百万円

1 ※1 営業外収益の「その他」の 

主要項目 

受取配当金 1,164百万円  
    

2 ※2 営業外費用の「その他」の 

主要項目 

棚卸資産評価損 375百万円

固定資産処分損 100 

2 ※2 営業外費用の「その他」の 

主要項目 

固定資産処分損 235百万円

棚卸資産除却損 153 

2 ※2 営業外費用の「その他」の 

主要項目 

棚卸資産評価損 436百万円

固定資産処分損 274 

   

3 減価償却実施額 

有形固定資産 1,053百万円

無形固定資産 44 

合計 1,097 

3 減価償却実施額 

有形固定資産 1,361百万円

無形固定資産 153 

合計 1,515 

3 減価償却実施額 

有形固定資産 2,478百万円

無形固定資産 89 

合計 2,567 

   

4 ※4 税効果会計 

当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当期

において予定している利益処分

による特別償却準備金の積立て

及び取崩を前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算して

おります。 

  

4 ※4 税効果会計 

当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当期

において予定している特別償却

準備金の積立て及び取崩を前提

として、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

  

4 ※4 

――――― 

5 ※5 減損損失 

当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

  

場所 用途 種類 

北海道 

千歳市 
遊休資産 建物、土地他

富山県 

富山市 
遊休資産 土地、構築物

山梨県 

富士吉田市 
遊休資産 建物、土地他

宮城県 

仙台市 
遊休資産 土地、構築物

東京都 

小平市 

処分予定 

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

東京都 

中野区他 

処分予定 

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

5 ※5  

――――― 

5 ※5 減損損失 

当期において、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上

しました。 

場所 用途 種類 

北海道 

千歳市 
遊休資産 建物、土地他

富山県 

富山市 
遊休資産 土地、構築物

山梨県 

富士吉田市
遊休資産 建物、土地他

宮城県 

仙台市 
遊休資産 土地、構築物

東京都 

小平市 

処分予定 

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

東京都 

中野区他 

処分予定 

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 



  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

（資産のグルーピングの方法） 

事業用資産については、継続的

に収支の把握を行っている管理会

計上の区分（セグメント別）に資

産をグルーピングしており、事業

の用に直接供していない遊休資

産、処分予定資産については個々

にグルーピングを行っておりま

す。 

  

  

――――― 

（資産のグルーピングの方法） 

事業用資産については、継続的

に収支の把握を行っている管理会

計上の区分（セグメント別）に資

産をグルーピングしており、事業

の用に直接供していない遊休資

産、処分予定資産については個々

にグルーピングを行っておりま

す。 

  

（減損損失の認識に至った経緯） 

遊休資産は工場の閉鎖等に伴い

今後の使用見込みが未定であり、

市場価格が著しく下落しているた

め、また、処分予定資産について

は、当初の予定よりも著しく早期

に除却処分することとなったため

減損損失を認識しました。 

  

  （減損損失の認識に至った経緯） 

遊休資産は工場の閉鎖等に伴い

今後の使用見込みが未定であり、

市場価格が著しく下落しているた

め、また、処分予定資産について

は、当初の予定よりも著しく早期

に除却処分することとなったため

減損損失を認識しました。 

  

（減損損失の金額） 
  

種類 金額（百万円）

建物 1,651 

構築物 100 

機械及び装置 337 

工具、器具及び 

備品 
66 

土地 1,167 

その他 5 

計 3,330 

  （減損損失の金額） 
  

種類 金額（百万円）

建物 1,651 

構築物 100 

機械及び装置 337 

工具、器具及び 

備品 
66 

土地 1,167 

その他 5 

計 3,330 

    
（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は正味売却価額を

適用しております。また、正味売

却価額の算定に当たっては、不動

産鑑定評価基準等に基づき算出し

ております。 

  

  （回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は正味売却価額を

適用しております。また、正味売

却価額の算定に当たっては、不動

産鑑定評価基準等に基づき算出し

ております。 

  



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

定款授権に基づく取締役会決議による買受け   524千株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買増請求に伴う処分        2千株 

  

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 792 553 2 1,343 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

1 リース物件の所有権が借主に 移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  

  

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械及び装置 9 7 1

(有形固定資産) 
その他 718 329 388

合計 728 337 390

1 リース物件の所有権が借主に 移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  

  

 
取得 
価額 
相当額
(百万円)

減価
償却 
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械及び装置 9 8 0

工具器具備品 675 287 387

その他 37 17 20

合計 722 313 409

1 リース物件の所有権が借主に 移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

 

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械及び装置 9 8 1

(有形固定資産)
その他 778 350 427

合計 787 358 428

(2) 未経過リース料中間期末残高 

相当額 

1年内 172百万円

1年超 221 

合計 394 

(2) 未経過リース料中間期末残高 

相当額 

1年内 190百万円

1年超 221 

合計 412 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

1年内 186百万円

1年超 245 

合計 432 

   

(3) 支払リース料、減価償却費 

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 89 

支払利息相当額 2 

(3) 支払リース料、減価償却費 

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 103 

支払利息相当額 2 

(3) 支払リース料、減価償却費 

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 190百万円

減価償却費相当額 184 

支払利息相当額 5 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成17年9月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

当中間会計期間末（平成18年9月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

前事業年度末（平成18年3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

次へ 

区分 
中間貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 子会社株式 ― ― ― 

(2) 関連会社株式 95 1,626 1,531 

計 95 1,626 1,531 

区分 
中間貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 子会社株式 ― ― ― 

(2) 関連会社株式 95 2,451 2,356 

計 95 2,451 2,356 

区分 
貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 子会社株式 ― ― ― 

(2) 関連会社株式 95 1,900 1,804 

計 95 1,900 1,804 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

１株当たり純資産額 774円26銭 １株当たり純資産額 802円72銭 １株当たり純資産額 793円91銭

１株当たり中間純利益 38円26銭 １株当たり中間純利益 22円51銭 １株当たり当期純利益 57円53銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

36円56銭

   

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

21円50銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

54円97銭

  

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日)

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 4,010 2,345 6,023 

普通株主に帰属しない金額  

 (百万円)) 
― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
4,010 2,345 6,023 

普通株式の期中平均株式数 （株） 104,813,896 104,200,473 104,696,720 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益の算定に用いられた中間(当期)純利

益調整額 （百万円） 

― ― ― 

中間(当期)純利益調整額 （百万円） ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益の算定に用いられた普通株式増加数

の主要な内訳 （株） 

新株予約権 4,870,000 4,870,000 4,870,000 

普通株式増加数 （株） 4,870,000 4,870,000 4,870,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ― ― 



(重要な後発事象) 

  

  

前へ     

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

当社は平成17年11月22日開催の

取締役会において、商法第211条ノ

３ 第１項第２号の規定に基づき、

自己株式を取得することを決議し

ました。 

  

自己株式取得に関する取締役会の

決議内容 

(1) 取得する株式の種類 

当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数 

1,000,000株 (上限) 

(3) 株式取得価額の総額 

1,300百万円 (上限) 

(4) 自己株式取得の日程 

平成17年11月28日から 

平成18年５月31日まで 

  

  

――――― 

  

――――― 

  



(2) 【その他】 

（中間配当について） 

平成18年10月30日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議致しました。 

① 配当金の総額                  623百万円 

② １株当たりの金額                 6円00銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成18年12月１日 

(注) 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行いま

す。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類   

事業年度(第82期)   自 平成17年4月 1日   

至 平成18年3月31日 

平成18年６月26日 

関東財務局長に提出 

(2) 自己株券買付 

状況報告書 

  平成18年４月12日 

関東財務局長に提出 

      平成18年５月12日 

関東財務局長に提出 

      平成18年６月９日 

関東財務局長に提出 

      平成18年７月13日 

関東財務局長に提出 

      平成18年８月９日 

関東財務局長に提出 

      平成18年９月13日 

関東財務局長に提出 

      平成18年10月12日 

関東財務局長に提出 

      平成18年11月10日 

関東財務局長に提出 

      平成18年12月12日 

関東財務局長に提出 



  
第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社日立国際電気 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日立国際電気の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社日立国際電気及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用され

ることとなるため、この会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

平成１７年１２月２１日

執 行 役 社 長  長 谷 川 邦 夫  殿 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士  吉  田  修  己   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士  久  世  浩  一   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社日立国際電気 

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日立国際電気の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社日立国際電気及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

  

  

平成１８年１２月１８日

執 行 役 社 長  長 谷 川 邦 夫  殿 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士  吉  田  修  己   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士  飯  塚     智   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社日立国際電気 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日立国際電気の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８２期事業年度の中間会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社日立国際電気の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されるこ

ととなるため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

 

以 上 

 

平成１７年１２月２１日

執 行 役 社 長  長 谷 川 邦 夫  殿 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉  田  修  己   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  久  世  浩  一   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社日立国際電気 

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日立国際電気の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社日立国際電気の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

  

 

平成１８年１２月１８日

執 行 役 社 長  長 谷 川 邦 夫  殿 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉  田  修  己   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  飯  塚     智   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管している。 
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